
中央防災会議 防災対策実⾏会議
⼤規模噴⽕時の広域降灰対策検討ワーキンググループ

○趣旨
⼤規模噴⽕時には⼭麓のみならず、遠隔地域においても⽕
⼭灰が堆積し、国⺠⽣活、社会経済活動に⼤きな混乱が⽣
じることが懸念されていることから、都市機能が集積した⾸都
圏等を含む広域な地域における、⼤規模噴⽕時の応急対策
の在り⽅等を検討する。

○スケジュール
第１回︓平成30年９⽉11⽇ 第２回︓平成30年12⽉７⽇
第３回︓平成31年３⽉22⽇ 第４回︓令和２年３⽉31⽇

○論点
・⾸都圏等を含む広域の降灰対策を検討するための被害想定
- 富⼠⼭をモデルケースとした、噴出率、⾵向等による
複数パターンの降灰の時系列シミュレーション
- シミュレーションを元にした被害想定

・交通、ライフライン等、各分野で実施する降灰に対する応急対策
・除灰の実施⼿順や処分場所確保の考え⽅

等

◎降灰が与える影響
・建築物（家屋）
・鉄道
・電⼒供給施設
・電⼦機器、通信インフラ

・道路交通、⾃動⾞⾞両
・空港、航空機
・上下⽔道施設

等

富⼠⼭・宝永噴⽕（1707年）の降灰分布（実績）

委員 所属

◎藤井 敏嗣 東京⼤学名誉教授

⽯原 和弘 京都⼤学名誉教授

伊藤 哲朗 東京⼤学⽣産技術研究所客員教授

⼤野 宏之 ⼀般社団法⼈全国治⽔砂防協会理事⻑

郡⼭ 千早 ⿅児島⼤学⼤学院医⻭学総合研究科教授
重川 希志依 常葉⼤学⼤学院環境防災研究科教授

関⾕ 直也 東京⼤学⼤学院情報学環総合防災情報研究センター准教授

多々納 裕⼀ 京都⼤学防災研究所教授

⽥中 博 筑波⼤学計算科学研究センター教授

永⽥ 尚⼈ ⼀般社団法⼈⽇本プロジェクト産業協議会防災委員会委員

⻑⾕川 雅⺒ ⼀般社団法⼈⽇本経済団体連合会ソーシャル・コミュニケーション本部⻑

秦 康範 ⼭梨⼤学⼤学院総合研究部⼯学域准教授

萬年 ⼀剛 神奈川県温泉地学研究所主任研究員

⼭﨑 登 国⼠舘⼤学防災・救急救助総合研究所教授

◎︓主査
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ワーキンググループ以降

⼤規模噴⽕時の広域降灰対策検討ワーキンググループ報告について
○ 富⼠⼭の1707年の宝永噴⽕規模の噴⽕をモデルケースに、⼤規模噴⽕時の広域降灰対策の検討を⾏う際の前提となる、
（１）降灰分布と交通機関やライフライン等への影響 （２）⼤規模噴⽕時の広域降灰対策の基本的な考え⽅
について、ワーキンググループで検討。今後、関係省庁で具体的な対策の検討を⾏う。

○ ワーキンググループの報告を踏まえて、関係省庁、関係指定公共機関及びインフラ事業者等が、有識者の協⼒を得て検討体制を設け、
⼤規模噴⽕時の広域降灰に対する具体的な対策を検討。

 噴⽕前の地震等、⽕⼭活動活発時に、地域を離れることが可能な⼈
は、降灰が想定される範囲外への避難。

 噴⽕期間中、⽕⼭灰が降った範囲にいる⼈は、当初は備蓄を活⽤して
⾃宅・職場等に留まり、必要に応じて⼀部の地下鉄等の利⽤可能な
交通機関を使って範囲外へ避難。

 ⽊造家屋の倒壊が想定される降灰厚に達する前に避難を完了。

（２）⼤規模噴⽕時の広域降灰対策の基本的な考え⽅

（⻄南⻄⾵卓越ケースの場合 降⾬時）（１）降灰分布と交通機関やライフライン等への影響

住⺠等の⾏動の基本的な考え⽅ 対策の検討に当たっての留意事項
■国から国⺠への呼びかけの仕組みの検討
■⼤規模広域の住⺠避難⽅策の検討
■⽕⼭灰が降った範囲にいる⼈への物資供給⽅策の検討
■電⼒、鉄道、道路等インフラの早期復旧⽅策の検討
■⼤量の⽕⼭灰の処理⽅策の検討 等

⽊造家屋
倒壊可能性

道路の
通⾏⽀障 停電（降⾬時3mm）

⽕⼭灰が碍⼦に付着
し、絶縁低下すること
による停電

⼤きな噴⽯・
⽕砕流

実線︓(四輪駆動⾞ 10cm)
破線︓(⼆輪駆動⾞ 3cm・視程低下）

鉄道の
運⾏停⽌

道路上の⽕⼭灰による摩擦低下、
視界不良による通⾏不可

（地上の鉄道微量）
レールと⾞輪の間の
摩擦低下・通電不
良による運⾏停⽌

（降⾬時30cm）
⽕⼭灰と⾬の重み
による⽊造家屋倒壊噴⽕前の避難
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